
令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

（機関名：独立行政法人水資源機構） 

 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 5 5 － 0.0

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

5 5 － 0.0

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 1,034 1,230 △196 △ 15.9

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

1,034 1,230 △196 △ 15.9

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

295 537 △242

162 413 △251

133 124 9

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

(内訳)

用水路等建設費

ダム等建設費

区　　分

 

 

資金計画 （単位：億円）

1,138 1,431 △293

5 5 －

財政融資 5 5 －

産業投資 － － －

政府保証 － － －

1,133 1,426 △293

一般会計交付金 264 393 △129

一般会計補助金 113 134 △21

財投機関債 80 105 △25

割賦負担金等 243 243 0

負担金 318 315 3

その他 114 236 △122

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 （機関名：独立行政法人水資源機構） 

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 
水資源開発事業は、水資源開発促進法によって指定された７水系（利根川、荒川、豊

川、木曽川、淀川、吉野川及び筑後川）における水資源開発基本計画に基づく水資源の

開発又は利用のための事業である。機構は、国又は地方公共団体に代わって利水・治水

を目的とした緊急で広域的かつ大規模なダム、河口堰、湖沼水位調節施設及び多目的用

水路などの建設及び管理を行っている。それらの事業を通じて、水道用水、工業用水及

び農業用水の確保・供給を行うと共に、洪水調節、流水の正常な機能の維持と増進を図

っている。 

機構が実施する事業は、広域的かつ大規模な事業である。県域を越えた広域的な事業

は、県レベルの行政では対応が困難である。 

また、事業には多数の利水者等が参加し、その利害関係が複雑多岐にわたっており、

国レベルでもそれぞれ所管が異なることから機構が多数の利害の総合調整を一元的に

担当することで、円滑かつ効率的な水資源開発事業の推進を可能にしている。 

 

＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

機構は、洪水調節等の治水目的と水道用水、工業用水、農業用水の確保といった利水

目的を合わせた多目的かつ公共性の高い事業を行っている。 

機構の実施する事業のうち治水事業は、下流地域の住民の生命・財産の安全保持、国

土の保全を図る事業であり、公共性が極めて高く、河川法の特例として河川管理者（国

土交通大臣）に代わって行うものであり、いわば国策として実施されているものであ

る。 

利水事業のうち、農業用水に係るものについては、国営土地改良事業に相当するもの

として国（農林水産省）に代わって行うものであり、また水道用水、工業用水に係るも

のについては、地方公共団体の水道事業又は工業用水道事業に相当するものとして都府

県等に代わって行うものである。これら各種用水を広域的に供給する事業は、国民経

済、国民生活上極めて公共性が高いものである。 

このような事業の性格から、利潤獲得を目的とする民間事業で行うことは適切ではな

く、公的主体が実施すべきものである。 

 

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 

水資源開発事業は、水資源開発促進法によって指定された７水系（利根川、荒川、豊

川、木曽川、淀川、吉野川及び筑後川）における水資源開発基本計画に基づく水資源の

開発又は利用のための事業である。機構は、国又は地方公共団体に代わって利水・治水



を目的とした緊急で広域的かつ大規模なダム、河口堰、湖沼水位調節施設及び多目的用

水路などの建設及び管理を行っている。 

施設の建設及び改築を行うにあたっては、事業工期が長期間を要し、その事業費も多

額となるため、機構が利水者に代わり、財政融資資金借入金又は水資源債券（借入金等）

により調達し事業資金に充当している。この立て替えた借入金等は、利水者からは割賦

支払又は一時支払の方法により、利息を賦して償還されることから、転嫁される料金を

低く抑えるためにも出来る限り低いコストでの調達が望まれており、長期・低利な資金

である政府資金及び水資源債券の発行により、資金調達を行っている。 

 
＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 
 
受益者負担金の立替金である機構の借入金は、建設事業完了後に利水者から割賦負担

方式により徴収し、借入金の返済に充当している。 

この割賦負担金の金利、期間及び返済方法は、利水者と協議の上、国土交通大臣及び

関係主務大臣の認可を受けることとされている。 

借入金が立替資金であり、これを負担する利水者が地方公共団体等であるという実態

から、機構の借入金の償還に支障が生じることはないものと考える。 

また、機構法上、負担金をその納付期限までに納付しない場合には、国税の滞納処分

の例により強制徴収できることになっており、負担金の回収に万全を期す仕組みとなっ

ている。 

なお、これまでに割賦負担金が滞納された事例はない。 

 

＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

令和７年度要求は、事業規模や自己資金を十分精査した適切なものとなっており、引

き続き財投運用残が生じないよう努めていく。 

 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

   3年度    4年度    5年度 

運用残額   －  －  －  

運用残率 －   －  －  

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

特になし。 

 

 

  



財 投 機 関 債 に つ い て                    

 （機関名：独立行政法人水資源機構） 

 

１．令和７年度における財投機関債の発行内容 

 

発行予定額：80 億円・発行形態：普通社債型 

（参考）令和 6年度における財投機関債の発行予定額・発行形態等 

発 行 額：105億円 

発行形態：普通社債型 

年 限：3年 

 

機構は、利水者が負担金を割賦支払又は一時支払で支払うことを選択した場合、立替

資金として財政融資資金借入金及び水資源債券により調達している。 

この調達額については①利水者から事業完了後、調達額に係る利息を賦して回収する

ことになることから、当該利水者負担を低く抑えるべく、できる限り低コストでの調達

が必要であること、②財政投融資改革の趣旨を踏まえること、③令和 2 年度に SDGs 債

として認証を受けたこと等により、更なる機構事業の PR、社会貢献活動等の周知及び

投資家からの需要の高まり等を考慮した額を計上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



財政投融資の要求に伴う政策評価 

 （機関名：独立行政法人水資源機構） 

 

１．各府省庁の政策評価の結果 

 

機構が実施している事業は、公共事業の効率的な執行及び事業実施における客観

性、透明性を確保する観点から、主務各省において政策評価制度を設け、中止を含め

て再評価が実施されており、真に必要な事業を峻別した上で財投要求を行っていくこ

ととされている。各省の再評価の概要は、以下のとおりである。 

 

イ 国土交通省 

 

(ｲ) 再評価対象基準 

・事業採択後3年を経過した時点で未着工の事業 

・事業採択後5年を経過した時点で継続中の事業 

・ダム事業の実施計画調査費が予算化後3年を経過している事業 

・再評価後3年が経過している事業 

・社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じ

たと再評価実施主体（関係地方整備局及び水資源機構等）又は国土交通省

の事業を所管する本省内部部局の長が判断した事業 

 

(ﾛ) 再評価の内容 

・事業の必要性等（事業を巡る社会経済情勢等の変化、事業の投資効果及び

事業の進捗状況） 

・事業の進捗の見込み 

・コスト縮減や代替案立案等の可能性 

 

(ﾊ) 再評価の実施状況（令和5年度の実施結果及び令和6年度の実施予定） 

令和5年度 思川開発（継続決定） 

令和6年度 思川開発、早明浦ダム再生事業（評価実施中） 

 

なお、思川開発、木曽川水系連絡導水路、丹生ダムについては、平成22年9月28日

に国土交通大臣からダム事業の検証に係る検討を進めるよう指示があり、「ダム事業

の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき、関係地方整備局と共同し

て検証に係る検討を進めているところであり、丹生ダムについては平成28年7月に

「事業中止」、思川開発については平成28年8月に、木曽川水系連絡導水路について

は令和6年8月に「事業継続」との対応方針が決定している。 

 

ロ 農林水産省 

 

(ｲ) 再評価対象基準 

・事業実施計画認可後5年を経過した時点で未着手の事業、10年が経過した時

点で継続中の事業又は事業実施計画認可後5年を経過した時点で継続中の事

業であって、農村振興局長が必要と認めた事業 

・10年を超えて継続する事業については、直近の再評価実施年度から5年ごと 



 

(ﾛ) 再評価の内容 

・事業の進捗状況 

・関連事業の進捗状況 

・事業実施計画の重要な部分の変更の必要性の有無 

・社会経済情勢の変化 

・費用対効果分析の基礎となる要因の変化 

・環境との調和への配慮 

・事業コスト縮減等の可能性 

・代替案の実現可能性 

 

(ﾊ) 再評価の実施状況（令和5年度の実施結果及び令和6年度の実施予定） 

令和5年度 該当なし 

令和6年度 豊川用水二期（評価実施中） 

 

ハ 経済産業省 

 

(ｲ) 再評価対象基準 

・事業評価実施後5年以上連続して補助金の交付を受けている事業 

・事業計画の大幅な変更や、事業の継続に対する疑念等が生じたことを確認

した場合 

・行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年6月29日法律第86号）第

7条第2項第2号に該当する場合 

 

(ﾛ) 再評価の内容 

・需要の見通し（給水区域、給水量及び需要発生時期等） 

・施設建設計画（施設規模、建設行程等） 

・費用便益分析等 

 

(ﾊ) 再評価の実施状況（令和5年度の実施結果及び令和6年度の実施予定） 

令和 5年度 木曽川水系連絡導水路（継続決定） 

令和 6年度 豊川用水二期（評価実施中） 

 

ニ 厚生労働省（R6～国土交通省） 

  

(ｲ) 再評価対象基準 

水道施設整備に係る厚生労働大臣がその実施に要する費用の一部を補助す

る事業について 

・原則として、事業採択後5年を経過して未着手の事業及び10年を経過して継

続中の事業を対象とし、10年経過以降は原則５年経過ごとに実施 

・その他、社会経済情勢の急激な変化等により事業の見直しの必要が生じた

場合には適宜実施 

・ダム、河口堰、湖沼水位調節施設の新築に係る事業にあっては、本体工事

又は本体関連工事の着手前の適切な時期に評価を実施。なお、本体工事又

は本体関連工事の着手前の適切な時期又は着手後に評価を実施した場合

は、以後10年間評価を要しない。 

 

(ﾛ) 再評価の内容 



・事業の概要 

・事業をめぐる社会経済情勢等 

・事業の進捗状況 

・新技術の活用、コスト縮減及び代替案立案の可能性 

・費用対効果分析 

 

(ﾊ) 再評価の実施状況（令和5年度の実施結果及び令和6年度の実施予定） 

令和 5年度 思川開発、木曽川水系連絡導水路（継続決定） 

令和 6年度 思川開発、豊川用水二期（評価実施中） 

 

加えて、現行の水資源開発基本計画（フルプラン）は、近年の気候変動を踏まえた

水利用の安定性確保、施設の改築や一定の条件整備の下での用途間転用等による既存

施設の有効活用等の多様な課題について十分検討を行い、水需給上の必要性等を厳正

に吟味した上で改定されることとなっている。 

なお、上記の観点から見直しを行い、平成30年3月に「木曽川水系」、令和3年5月

に「利根川水系及び荒川水系」、令和4年5月に「淀川水系」、令和5年1月に｢豊川水

系｣、「吉野川水系」、｢筑後川水系｣の改定が行われた。 

 

２．政策評価結果の要求への反映状況 

 

政策評価結果において継続決定とされた事業については、事業の進捗に必要な所要

額を要求している。 

 

  



５ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 （機関名：独立行政法人水資源機構） 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

令和 5 事業年度の当期純利益は 2,654 百万円であり、前中期目標期間繰越積立金取

崩額 865 百万円を計上した結果、当期総利益は 3,519 百万円となる。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

 

○資産                       （単位：百万円） 

科  目 R4決算額 R5決算額 増△減額 

流動資産 68,668 71,622  2,954 

 現金及び預金 39,681 37,302 △ 2,380 

 有価証券 2,550 8,100 5,550 

 割賦元金 24,005 22,936 △ 1,070 

 その他の流動資産 2,431 3,285 854 

固定資産 3,230,304 3,347,961 117,657 

 事業用固定資産 2,681,328 2,631,592 △ 49,736 
 一般用固定資産 6,318 6,264 △     54 
 建設仮勘定 337,319 509,731 172,412 

 割賦元金 184,624 171,447 △ 13,178 
 その他の固定資産 20,714 28,927 8,213 

資産合計 3,298,973 3,419,583 120,611 

・事業用固定資産は、事業用建設仮勘定からの振替等による増額（26,883百万円）

があったが、これを上回る減額（減価償却等、76,619百万円）があったため減額

となった。 

・建設仮勘定は、事業用固定資産への振替等により減額（28,244百万円）があった

ものの、これを上回る増額（事業進捗等、200,656百万円）があったため増額と

なった。 

・割賦元金は、建設期間中の精算に伴う計上（10,123百万円）があったが、これを

上回る減額（利水者からの回収、24,370百万円）があったため減額となった。 

 

 

 

 

 

 

 



○負債                      （単位：百万円） 

科  目 R4決算額 R5決算額 増△減額 

流動負債 63,997 66,494   2,497 

 一年以内償還予定 

水資源債券 

 

5,000 

 

5,000 

 

- 

 一年以内償還予定 

 長期借入金 

 

28,246 

 

26,416 

 

 △ 1,830 

 その他の流動負債 30,751 35,078 4,327 

固定負債 3,152,027 3,267,737   115,710 

 資産見返負債 2,964,320 3,103,992 139,672 

 長期預り補助金等 702 742 40 

 水資源債券 12,000 17,000 5,000 

 長期借入金 157,992 132,402 △ 25,590 
 引当金 16,943 13,601 △  3,342 
 その他の固定負債 68 -   △   68 

負債合計 3,216,024 3,334,231 118,208 

・長期借入金は、建設事業の進捗に要した新規調達等（1,131百万円）があった

が、返済・償還額（28,551百万円）が上回ること等があったため減額となった。 

 

 

（２）費用・収益の状況 

 

○費用                      （単位：百万円） 

科  目 R4決算額 R5決算額 増△減額 

経常費用 117,469 124,111   6,642 

 管理業務費 37,137 39,041 1,904 

 受託業務費 2,199 3,566     1,367 

  寄附金事業費 - 11 11 

 災害復旧事業費 384 17 △    367 
 海外調査等業務費 136 150 13 

 建設事業費 1,043 5,010  3,967 

 一般管理費 △ 1,684 △ 1,171  512 

 事業用固定資産減価

償却費等 

 

75,533 

 

75,207 

 

△    326 
財務費用 2,719 2,281 △  438 

臨時損失 43 1,423     1,380 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 

 

  2,964 

 

2,654 

 

△    310 

合  計 120,476 128,188  7,712 

 

 

 



 

○収益                      （単位：百万円） 

科  目 R4決算額 R5決算額 増△減額 

経常収益 120,433 126,765  6,332 

 受託収入 2,320 3,727     1,407 

 補助金等収益 35,768 37,912 2,144 

  寄附金収益 - 11 11 

 災害復旧事業収入 384 17 △    367 
 海外調査等業務収入 63 69     7 

 管理雑収入 917 1,004     87 

 資産見返補助金等戻入 75,499 75,172 △    326 
 資産見返寄附金戻入 - 4 4 

 建設仮勘定見返補助

金等戻入 

 

609 

 

4,499 

 

 3,890 

賞与引当金見返に

係る収益 

 

518 

 

529 

    

 11 

財務収益 4,328 3,789 △    539 

雑益 27 30     3 

臨時利益 43 1,423     1,380 

合  計 120,476 128,188  7,712 

・当期純利益2,654百万円を計上し、前中期目標期間繰越積立金取崩額865百万円を

計上した結果、当期総利益は3,519百万円となる。これは、財務収益（主に割賦

償還に係る受取利息）が、財務費用（主に借入金等に係る支払利息）を上回って

いること等によるものである。 

・臨時損失には、独立行政法人通則法第46条の2第2項に基づく譲渡収入による不要

財産の国庫納付金等を計上している。 

・臨時利益には、独立行政法人通則法第46条の2第2項に基づく譲渡収入による不要

財産の資産見返補助金等戻入等を計上している。 

 

 

 

 


